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【報告事項】 

市町村事務の広域化・効率化ワーキンググループの協議経過等について 

 

１ 設置趣旨 

「岩手県国民健康保険運営方針」第７に掲げる市町村が担う事務の広域的及び効率的な運営を

推進するため、保険者事務の共同実施、市町村事務の共通化等について事務的な検討、協議を行

うため、「岩手県国民健康保険連携会議設置要綱」第４条の規定に基づき設置したもの。（別紙１） 

 

２ 検討体制 

(1) 構成員（別紙２） 

 ・ 県・・・・・岩手県保健福祉部健康国保課国保担当課長 

・ 市町村・・・国保地区協議会の地区ごとに当該地区協議会が推薦する市町村の実務担当者 

・ 国保連・・・岩手県国民健康保険団体連合会事務局の実務担当者 

 (2) 検討スケジュール（別紙３） 

  ・ 平成 30 年度は５回開催予定（６月以降隔月） 

・ 協議の経過、結果については、必要に応じて岩手県国民健康保険連携会議において報告 

 

３ 検討経過 

(1) 第１回（平成 30 年６月 21 日） 

  ・ 県、市町村、国保連合会から検討の要望のあった項目について、短期的（１年以内）に検

討すべき事項、中長期的な検討を要する事項に振り分け、次回以降の進め方について検討。 

(2) 第２回（平成 30 年８月７日） 

・ 短期的検討事項として、主に新たな国保制度の運営に関する５項目について協議を開始。 

・ 市町村事務の共通化・効率化については、中長期的検討事項とし、まず、市町村の窓口業

務について実態調査を実施した上で、優先度の高いものや意見集約が比較的可能なものから

順次協議を行うこととした。 

 (3)第３回（平成 30 年 10 月 19 日） 

・ 短期的検討事項のうち、ワーキンググループで意見集約が図られた３項目については、国

民健康保険連携会議（11 月７日開催）で報告の上、全市町村と意見調整を行うこととした。

残り２項目については協議を継続。 

・ 中長期的検討事項については、市町村業務に係る実態調査の結果を踏まえ、今後の進め方

について協議。今後は、県において標準的な窓口対応等の方針案を示し、市町村と意見調整

する形で進めることとし、ワーキンググループにおいては、毎回、協議する項目を絞り込み、

項目に応じた相応の出席者を選定して協議を行うこととした。 
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４ 検討結果（まとめ） 

(1) 短期的検討事項 

  

№ 検 討 事 項 
検討
結果 

１ ●普通交付金の交付方法 

検討 

終了 

 論点  

・ 県は、保険給付費の全額を普通交付金として市町村に支払う仕組みとなったが

（市町村は保険給付費を国保連へ支出）、市町村の事務負担の軽減のため、県から

直接、国保連に支払うことができないか。 

 協議結果  

・ 「直接払い」に変更した場合、市町村に新たな事務（国保連との契約締結、会

計上の振替処理等）が発生するなど、事務負担は軽減せず、また、県と国保連の

事務負担は増加することから、現行どおり「市町村払い」を継続する。 

２ ●特別交付金（県繰入金２号分）の交付基準の見直し 

検討 

終了 

 論点  

・ 県の一般会計からの繰入金（２号分）を財源とし、市町村の取組状況に応じて

県が交付する特別交付金について、平成 17 年度以降の交付基準等の大きな見直し

が行われておらず、国保制度改正に合わせて交付基準を見直すべき。 

 協議結果  

・ 「岩手県国民健康保険運営方針」に掲げる取組事項や目標の達成に資する内容

の交付基準に見直す。（見直しは、平成 31 年度適用分から） 

３ ●保険者努力支援制度（都道府県分）の配分 

検討 

終了 

 論点  

・ 平成 30 年度から実施される保険者努力支援制度（医療費適正化や財政基盤強化

の取組に努力が認められる保険者に国が交付金を交付）の都道府県分の配分方法

について検討が必要。 

 協議結果  

・ 県が実施する取組（保健事業）の経費へ充当し、残額を、市町村が県へ納付す

べき納付金の総額から差し引く。 

４ ●県による保険給付の点検 

検討 

継続 

 論点  

・ 新たな国保制度では、県が保険者となることによって、県の広域性・専門性を

生かした給付点検の実施が可能とされた。 

・ 「岩手県国民健康保険運営方針」において、県による保険給付の点検は、費用

対効果等を検討しながら、今後市町村と協議を進めることとしている。 

 協議結果  

・ 平成 31 年度からの本格実施に向け、国からの通知等を参考に実施要領案を示し

た上で、協議を継続することとした。 
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(2) 中長期的検討事項 

 

５ ●県による不正利得の回収に係る事務の取扱い 

検討 

継続 

 論点  

・ 県は、市町村の委託を受けて、保険医療機関等による不当・不正請求等に係る

費用返還事務を行うことが可能とされた。 

・ 「岩手県国民健康保険運営方針」において、県への委託について、今後市町村

と協議を進めることとしている。 

 協議結果  

・ 市町村事務の効率化に資する取組となるよう、国からの通知等を参考に、委託

のための規約案を示した上で、協議を継続することとした。 

№ 検 討 事 項 
検討 
結果 

１ ●市町村事務の共通化・効率化について 

検討 

継続 

 論点  

・ 将来的な保険料水準の統一などを見据えての前段の取組として、県内の市町村

事務の共通化・効率化を推進する。 

 協議結果  

・ 実施効果の高いものや意見集約が比較的可能なものなど、優先度の高いものか

ら順次協議を行い、ひとつでも多くの窓口業務等の共通化・効率化を進める。 

 

 

 

 

 

・ 最終的には、共通的な事務処理マニュアル（手引き）としてまとめることを目

指すこととしている。 

【検討を要する事項】 

・ 窓口での届出（申請）の際の本人確認方法、マイナンバーの取扱い 

・ 国保資格取得、喪失届出における確認書類 

・ 高額療養費支給事務（確認書類、勧奨事務 等）  など 


